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国土交通省自動車交通局長 
                        
 
       平成１９年秋の全国交通安全運動の実施について 
 
 
標記について、別添の平成１９年秋の全国交通安全運動推進要綱（平成１９年７月 

１０日中央交通安全対策会議交通対策本部決定）に基づき、別紙のとおり実施計画を定

めたので通知します。 
つきましては、貴連合会におかれましても、本計画の趣旨に沿い、参加会員（部内職

員）に対し本運動の実施につき周知徹底を図られるとともに、その推進に協力されるよ

うお願いします。   



（ 別   添 ）

平成１９年秋の全国交通安全運動国土交通省実施計画 

 

平成１９年７月２６日 

 

 国土交通省は、平成１９年７月１０日中央交通安全対策会議交通対策本部において決定

された「平成１９年秋の全国交通安全運動推進要綱」に基づき、下記のとおり実施項目を

定め、関係団体に対し事前の準備を働きかけ、９月２１日（金）から同月３０日（日）ま

での期間中における本運動を効果的に実施する。 

 なお、実施に当たっては、「高齢者の交通事故防止」を運動重点の基本とするほか、「飲

酒運転の根絶」、「夕暮れ時と夜間の歩行中・自転車乗用中の交通事故防止」及び「後部座

席を含むシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底」の全国重点に留意し、下

記の事項について積極的に取り組むとともに、地域の実情に応じて地域重点についても鋭

意実施する。 

 

記 

 

１ 交通安全施設等の点検・整備の実施 

（１） 最近の交通事故の状況は依然として厳しい状況にあり、特に高齢者の交通事故

による死者数は、依然として歩行中によるものが多く、平成１８年には歩行中の

死者数の約３分の２を高齢者が占めている。また、高齢者の自動車乗車中の事故

件数もここ数年増加傾向にある。このような事故を防止するためには、平坦性の

保たれた連続した利用しやすい歩行空間や、車両が安全に通行できる空間の確立

が必要である。 

このため、高齢者、子ども、障害者など誰もが安心して利用できる道路環境を

実現できるよう、道路利用者の視点から交通安全施設等の点検を行い、点検結果

に基づき道路利用者に優しい道路となるよう必要な措置を実施する。 

（２） 実施に当たっては、次の点に留意の上各地域の実情に即したものとなるよう創

意工夫して行う。 

① 歩行中・自転車乗用中の事故を防止するため、死傷事故発生割合が高い地区

として指定した「あんしん歩行エリア」等事故が多発している地区、駅周辺、

商店街、通学路等において、特に歩行者・自転車利用者の視点から交通安全施

設等を点検し、必要な措置を実施すること 

② 高齢者等の歩行中の事故を防止するため、高齢者等の利用する機会の多い施

設周辺において、歩道の段差、傾斜、勾配、整正状況及び視覚障害者誘導ブロ

ックの連続性等を点検し、必要な措置を実施すること 

③ 二輪車・自動車乗車中の事故を防止するため、事故危険箇所等事故が多発し

ている交差点又は単路において、特に二輪車・自動車利用者の視点から交通安

全施設等を点検し、必要な措置を実施すること 
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なお、点検箇所の選定にあたっては、区間毎の死傷事故率も参考にすること 

（３） 本運動期間中に「交通安全総点検」を実施する道路管理者においては、「交通

安全総点検の実施について」（平成９年２月１４日付建設省道路局道路交通管理

課長、道路環境課長、国道課長、地方道課長通達）を踏まえ、地域の人々や関係

市区町村等に対する積極的な参加の働きかけ等によりその適切な実施を図る。 

なお、「交通安全総点検」を実施する場合には、警察をはじめ関係機関との連

携を密にし、安全への十分な配慮のもとに実施する。 

 

２ 道路の利用の適正化等 

（１） 歩道を不法に占用している看板、商品等が交通安全上及び防災上の支障となっ

ていることに鑑み、道路の不適正な利用状況を是正するため、道路利用者の視点

から道路パトロール等を実施し、道路の正しい使い方の指導を行うこと。特に悪

質な事例については監督処分等必要な措置を講じ、道路の適正な利用を徹底させ

る。 

     また、駅周辺並びに市街地中心部等における大量の放置自転車等（原動機付き

自転車を含む。）について、条例等に基づき対処する。また、交通安全上障害に

なっている路上放置車両についても、「交通上の障害となっている路上放置車両

の処理方法について」（平成５年３月３０日付け道路交通管理課長通達）等に基

づき対処する。 

（２） 市街地における道路上又は道路に接した場所における建設工事に起因する交通

事故を防止するため、「建設工事公衆災害防止対策要綱」（平成５年１月１２日付

け建設事務次官通達）に基づき、安全柵、保安灯、標示施設等が適切に設置され

ているか点検するとともに、同要綱の趣旨を工事の起業者及び施工者に周知徹底

させる。 

 

３ 大型車両等の通行についての指導取締り 

（１） 大型車両等による交通事故を防止し、併せて道路の保全を図るため、道路法及

び車両制限令の違反者に対し、「特殊車両の通行に関する指導取締りの強化につ

いて」（平成８年９月１８日付け建設省道路局長通達）を踏まえ、関係機関と密

接な連携を取りつつ、強力かつ効果的な指導取締りを実施し、特に重大事故等を

発生させた違反者等に対しては告発を行う。 

（２） 高速自動車国道等における大口・多頻度割引の利用者で道路法及び車両制限令

の悪質な違反者に対しては、利用約款に基づき、割引の停止、カード利用の停止

又は資格の取り消し等の措置を徹底する。また、利用申込者に対しては、上記の

措置を盛り込んだ利用約款の趣旨の周知を図る。 

（３） 道路を保全し、大型車両等の安全な通行を確保するため、道路構造の点検に合

わせて重量・高さ等の制限箇所について点検を行い、補修等の必要な措置を講ず

る。 

（４） 危険物運搬車両について、「危険物運搬車両の事故防止等対策についての申合
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せ」（平成９年１２月１２日付け関係省庁等申合せ）に基づき、事故防止のため

の啓発活動の推進、関係機関との連携の下での道路法及び車両制限令違反者に対

する指導取締りの強化、迅速な事故処理のための事故発生時の対応の強化を図る。 

（５） 建設工事の施工に伴う土砂、産業廃棄物等を運搬するダンプトラック等の過積

載による違法通行を防止するため、「過積載による違法運行防止対策について」

（平成６年４月２０日付け建設省建設経済局長・道路局長通達）を踏まえ、施工

者に趣旨を周知徹底させる。 

 

４ 事業用自動車の安全運行の確保 

（１） 事業用自動車の適切な運行を確保するため、自動車運送事業者団体を通じて､

自動車運送事業者､運行管理者に対し次の事項に重点を置いた安全運行の徹底を

図るよう指導する｡ 

① 酒気帯び運転を防止するため、運転者に対する適切な指導監督を実施すると

ともに、アルコール検知器を使用するなど厳正な点呼の実施を徹底すること 

② 過労運転を防止するため、適切な運行指示書の作成や長距離運転又は夜間の

運転に従事する際の交替運転者の配置などの運行管理を徹底すること 

③ 歩行者及び自転車利用者（特に子どもと高齢者）の安全や乗合バス等におけ

る高齢の乗客の保護に配慮すること 

（２） 自動車運送事業者に対し、輸送の安全が最優先であるという意識を事業者内部

で浸透させ、経営トップから現場まで組織が一体となって輸送の安全性の向上に

努めるよう意識の高揚を図る。 

（３） 安全規制の遵守を徹底するため、重大事故及び悪質な法令違反を引き起こした

運送事業者等に対しては重点的に監査を実施するとともに、安全規制が守られて

いない場合には厳格な行政処分を実施する等により違法運行の排除に努める。 

 

５ 車両の安全対策の推進 

（１） より安全な自動車及び安全装備の普及促進とその正しい使い方の啓発を次の事

項に重点をおいて行う。 

① 自動車販売関係団体、自家用自動車関係団体等を通じ、「自動車アセスメン

ト情報提供事業」小冊子の配布等により安全な自動車及び安全装置の普及促進

とその正しい使い方のユーザー指導を行うこと 

② 街頭検査の際、ユーザーに小冊子を配布するなどして、安全な自動車及び安

全装置の普及促進とその正しい使い方のユーザー指導を行うこと 

（２） 自動車運送事業者団体、自動車整備事業者団体、自家用自動車関係団体等を通

じ、自動車運送事業者、整備事業者、レンタカー事業者、整備管理者、自家用自

動車使用者等に対し、次の事項に重点を置いて、整備不良車及び不正改造車を排

除し車両の安全確保の徹底を図るよう「自動車点検整備推進運動」、「不正改造車

を排除する運動」等を通じて指導する。また、点検及び整備に当たって必要とな

る情報の提供がなされるよう自動車製作者等を指導する。 

 - 3 -



① 日常点検整備及び定期点検整備の確実な実施 

② 不正改造の防止 

（３） 警察との密接な連絡協調のもとに街頭検査を行い、無車検・無保険車両、整備

不良車両、特に暴走行為や過積載を助長する不正改造車両、不適正な着色フィル

ムの貼付及び装飾板の装着、不適正な灯火の装着、速度抑制装置の解除・取り外

し、突入防止装置の取り外し等の不正改造車両や脱落につながる不適正な車輪装

着の排除に努める。 

     併せて、大型後部反射器その他の反射器の汚れ・損傷の点検についても指導を

行う。 

 （４） リコールに関して一般ユーザーからの情報を円滑に入手できるよう、自動車不

具合情報ホットラインの周知に努める。 

 

６ 後部座席を含むシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底 

自動車運送事業者団体、自家用自動車関係団体等を通じて、正しい方法によるシート

ベルトの着用とチャイルドシートの使用の徹底等について次のとおり指導する。 

（１） トラック事業者、タクシー・ハイヤー事業者及び乗合・貸切バス事業者に対し

ては、乗務員に対する適正なシートベルトの着用を指導する。 

（２） 乗客の安全を図るため、タクシー・ハイヤー事業者並びに高速自動車国道等を

走行する乗合バス事業者及び貸切バス事業者に対しては、次の事項を実施するよ

う指導する。 

① 装備されているシートベルトを乗客が常時着用することができる状態にし

ておくこと 

② 乗客にシートベルトの着用を促すこと 

③ 着用状況を運行前に点検すること 

（３） タクシー・ハイヤー事業者に対しては、シートベルト着用のステッカーを作成

し、車内に貼付するよう指導する。 

（４） 自家用自動車使用者に対しては、後部座席を含むシートベルト着用の徹底及び

ＡＢＳ、エアバック等の安全装置の正しい使い方について情報の提供を適時適切

に行い、安全意識の高揚を図る。 

（５） 幼児を同乗させる自家用自動車使用者に対しては、チャイルドシートの正しい

取り付け方及び安全性に関する比較情報等の提供を適時適切に行い、安全意識の

高揚を図る。 

 

７ 事業用自動車の事故等の情報の提供 

  自動車運送事業の用に供する自動車事故の概況及び傾向を把握し、原因究明に活用す

るとともに、運行管理者講習等のあらゆる機会をとらえて、自動車運送事業者団体等に

対し、事業用自動車の事故等やヒヤリハットの情報を提供することにより、関係事業者

等における安全対策の一層の推進を図る。 
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８ 鉄軌道の安全確保 

  鉄軌道の安全を確保するため、鉄軌道事業者に対し次の事項を中心に指導する。 

① 踏切保安設備等の点検整備及び踏切通行者等に対する啓発活動の推進 

② ＡＴＳ、信号保安装置、車両機器、標識等の点検整備及び故障措置における安全

確保の徹底 

③ 異常時における安全な運転取扱い及び運行管理の徹底、緊急時における連絡体制

の点検 

④ ホームにおける安全確保と安全対策の徹底及び旅客に対する啓発活動の推進 

⑤ 鉄道係員への効果的な教育等の推進及び運転取扱いにおける基本動作の励行 

⑥ 線路内立入り、置石、投石等による鉄道妨害を防止するため、線路巡回、啓発活

動等の推進 

⑦ 線路内作業時における鉄道係員の人身障害事故対策等、建設工事･保守作業等に

おける安全確保と安全対策の徹底 

 

９ 広報活動の推進 

  関係団体等を通じ、次の広報活動を展開する。 

（１） 交通安全意識の高揚を図るため、横断幕、ポスター、広報誌、ホームページ等

による広報活動や路側放送等を活用した交通安全の呼びかけ等を行うとともに、

新聞、テレビ、ラジオ等のマスメディアに対し、交通安全運動に関する情報の提

供等積極的な働きかけを行う。また、参加・体験型の各種交通安全教室、講習会

等を創意工夫して実施する。 

（２） 一般道路利用者が多く集まる道の駅、サービスエリア、パーキングエリア等の

施設を活用して、関係機関との連携の下に、交通安全に関する広報啓発活動を積

極的に実施する。 

（３） 車内放送を通じ、また、車両、駅、停留所、事業所等にポスター、垂幕、立看

板等を掲示し、本運動の趣旨を一般に周知する。 

（４） 関係事業者団体の広報誌等を通じ、また、事業用自動車の運転者及び運行管理

者を対象とする講習会等を開催し、本運動の趣旨及び次の広報事項を周知する。 

① 歩行者及び自転車利用者（特に子どもと高齢者）の安全や乗合バス等におけ

る高齢の乗客の保護に配慮 

② 後部座席を含むシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底 

③ より安全な車両及び安全装備の普及促進とその正しい使い方の啓発 

④ 自賠責制度の役割と交通事故被害者保護の重要性 

⑤ 飲酒運転等悪質・危険な運転行為の禁止の徹底 

⑥ 「無車検」車両、「無保険」車両及び「登録番号標不表示」車両の運転防止 

⑦ 自動車の点検整備の励行促進 

⑧ ｢迷惑駐車をしない､させない｣の励行 

（５） 道路交通の安全の確保を図るため、落石や道路標識の破損等道路を安全に通行

する際に支障となる事象を道路利用者からモニターへ、モニターから道路管理者
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へ通報等を行う「道路情報モニター制度」について、広報活動の機会を活用して、

特に、道路利用者にその趣旨を理解していただき、制度の普及、充実を図る。 

 

10 海上・航空交通の安全確保 

  海上・航空交通の安全を確保するため、超高速船運航事業者に対し利用者へのシート

ベルト着用について指導するとともに、定期航空運送事業者に対し利用者へのシートベ

ルト着用や携帯電話等スイッチオフについて指導する。 
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